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(趣旨)
第1条　この告示は、空き店舗及び空き家(以下「空き店舗等」という。)の有効活用並びに中小零細企業を支援するために、空き店舗及び現に営業している店舗(以下「店舗等」という。)のリフォーム費補助金(以下「補助金」という。)の交付に関し、那須町補助金等の交付に関する規則(平成21年規則第8号。以下「規則」という。)に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。
(定義)
第2条　この告示において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところによる。
[bookmark: 22000050601000000020](1)　空き店舗　過去に営業していた実績があり、3箇月以上営業が行われていない店舗(大規模小売店舗立地法(平成10年法律第91号)第2条第2項に規定する大規模小売店舗内のものを除く。)で、あって、1階部分を店舗として使用し、又は1階部分を含めた複数の階を店舗として一体的に使用するものをいう。
[bookmark: 22000050601000000024](2)　空き家　過去に居住していた実績があり、3箇月以上居住していない住宅をいう。
(交付対象者)
第3条　補助金の交付の対象となる者(以下「補助対象者」という。)は、次の各号に
掲げる要件を全て満たした者に予算の範囲内で交付する。
[bookmark: 22000050601000000035](1)　町内に住民登録のある又は、開店までに住民登録(法人の場合は法人登録)する者
[bookmark: 22000050601000000039](2)　町内に事業所を有する施工業者を利用してリフォームする者
[bookmark: 22000050601000000043](3)　町内の空き店舗等を開業のためにリフォームする者又は現に町内で営業している店舗で、営業開始後5年を経過している店舗をリフォームする者
[bookmark: 22000050601000000048](4)　風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律第2条(昭和23年法律第122号)第5項に規定する性風俗関連特殊営業及び同条第13項に規定する接客業務受託営業に該当しない業種を営む者
[bookmark: 22000050601000000053](5)　リフォーム後当該店舗等において継続して3年以上営業し、かつ、週3日以上営業を行うことができる者
[bookmark: 22000050601000000057](6)　町内で営業している店舗から空き店舗へ移転したことにより、移転前の店舗を空き店舗としない者
[bookmark: 22000050601000000062](7)　暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律(平成3年法律第77号)第2条第2号に規定する暴力団又は同条第6号に規定する暴力団員等と密接な関係者でない者
[bookmark: 22000050601000000068](8)　町税等を滞納していない者
[bookmark: 13000602401000000033](9)　この告示の規定に基づき補助金の交付を受けたことがない者
[bookmark: 13000602401000000037](10)　その他町長が適当と認める要件を満たす者
(交付対象店舗)
第4条　補助金の交付対象となる店舗等は、町内に所在する建築基準法その他関係法令に違反していない店舗であって、次の各号に掲げるいずれかの要件に該当する店舗とする。
[bookmark: 22000050601000000080](1)　補助対象者が所有し、自ら営業する店舗等
[bookmark: 22000050601000000084](2)　補助対象者が所有し、貸出す店舗等
[bookmark: 22000050601000000088](3)　補助対象者が賃借し、自ら営業する店舗等
(補助対象経費)
第5条　補助対象となる経費は、天井、壁、床、塗装、電気、給排水、外装、サイン等のリフォーム費とする。この場合において、新型コロナウイルス感染症(新型インフルエンザ対策特別措置法(平成24年法律第31号)附則第1号の2第1項で規定する新型コロナウイルス感染症をいう。)対策のための改築を含むものとする。
(補助金額)
第6条　補助金の額は、リフォームに要する費用(消費税及び地方消費税を除く。)が20万円以上の工事で、当該工事に係る費用の2分の1以内の額とする。ただし、補助金の額の上限は、50万円までとする。
2　算出された補助金の額は、1,000円未満を切り捨てた額とする。
3　他の補助を受けた場合は、リフォームに要する費用から他の補助額を減額するものとする。
(交付申請)
第7条　補助金の交付を受けようとする者(以下「申請者」という。)は補助金交付申請書(様式第1号)に次の各号に掲げる書類を添えて町長に提出しなければならない。
[bookmark: 22000050601000000124](1)　事業計画書(様式第2号)
[bookmark: 22000050601000000128](2)　見積書等経費の内訳がわかる書類の写し
[bookmark: 22000050601000000132](3)　リフォーム前店舗外観及び内観の写真
[bookmark: 22000050601000000136](4)　賃借物件の場合は、賃貸借契約書の写し及び貸主の施工同意書の写し
[bookmark: 22000050601000000140](5)　店舗の位置図及び平面図
[bookmark: 22000050601000000144](6)　住民票、運転免許証等の所在を確認できる書類の写し
[bookmark: 22000050601000000148](7)　法人の場合は、定款又はこれに準ずる書類
[bookmark: 22000050601000000152](8)　その他町長が必要と認める書類
(補助金の交付決定等)
第8条　町長は、前条の申請を受理したときは、当該申請に係る書類等の審査を行い、補助金を交付すると認めたときは、補助金交付決定通知書(様式第3号)により、補助金を交付しないと認めたときは、補助金不交付決定通知書(様式第4号)により、申請者に通知するものとする。
(変更等の承認)
第9条　申請者は、申請の内容に変更が生じたとき又は事業を中止しようとするときは、変更等承認申請書(様式第5号)を町長に提出し、その承認を受けなければならない。
(実績報告)
第10条　交付決定者は、補助金に係る事業完了後30 日以内又は当該年度の3月10日までのいずれか早いほうの日までに、補助金実績報告書(様式第6号)に次の各号に掲げる書類を添えて町長に報告しなければならない。
[bookmark: 22000050601000000174](1)　領収書又は支払を証明する書類の写し
[bookmark: 22000050601000000178](2)　完了後の現況写真
[bookmark: 22000050601000000182](3)　その他町長が必要と認める書類
(補助金の確定)
第11条　町長は、前条の報告書の提出があったときは、速やかにその内容を審査し、適当と認めるときは、補助金確定通知書(様式第7号)により交付決定者に通知するものとする。
(補助金の請求及び支払)
第12条　前条の通知を受けた者は、補助金の交付を受けようとするときは、補助金交付請求書(様式第8号)により、町長に請求しなければならない。
2　町長は、前項の請求書を受理したときは、速やかに補助金を交付するものとする。
(交付決定の取消し)
第13条　町長は、次の各号に掲げる要件に該当すると認めたときは、補助金交付の交付決定の全部又は一部を取消すことができる。
[bookmark: 22000050601000000208](1)　虚偽の申請その他の不正行為により補助金の交付の決定を受けたとき。
[bookmark: 22000050601000000212](2)　この告示の定めに違反したとき。
[bookmark: 22000050601000000216](3)　リフォーム後当該店舗等で営業を開始した日から起算して3年以内に継続的な使用を休止若しくは廃止し、又は補助金の交付の対象となった事業以外の用途に供したとき。
[bookmark: 22000050601000000220](4)　リフォーム後当該店舗等を転貸したとき。
[bookmark: 22000050601000000224](5)　その他町長が不適当と認めるとき。
2　町長は、交付決定を取消したときは、補助金交付決定取消通知書により通知するものとする。
(補助金の返還)
第14条　町長は、前条の規定により補助金の交付決定を取消した場合において、既に補助金が交付されているときは、補助金返還命令書により期限を定めてその全部又は一部を返還させることができる。
(補助対象期間)
第15条　補助金の交付対象期間は、令和3年4月1日から令和6年3月31日までとする。
2　町長は、補助金交付の目的が達成されたと認めるときは、前項の期間を短縮することができる。
(補則)
第16条　この告示に定めるもののほか必要な事項は、町長が別に定める。
附　則
この告示は、平成29年4月1日から適用する。
附　則(令和2年5月7日告示第153号)
		





この告示は、令和2年4月1日から適用する。
附　則(令和3年2月16日告示第23号)
		





この告示は、令和3年4月1日から適用する。
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